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東北大学防災科学研究拠点とみちのく震録伝との関係

①災害リスク：東北地方太平洋沖地震・津波災害の実態に基づく
減災技術の再構築

②人間・社会対応：災害発生後の被災地支援学の創成

③地域・都市再生：都市の耐災害性能向上と多重フェイルセーフ化

④災害理学：超巨大地震・津波発生メカニズムの解明と
次世代早期津波検知技術の開発

⑤災害医学：
広域巨大災害対応型災害医学・医療の確立
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被災者

研究プロジェクト部門

計画実践部門

⑥情報管理・社会連携：
地域・都市再生と語り継ぎのためのアーカイブスの構築

集約 集約

記録・収集

関連部局
東北アジア研究センター，地震・噴火予知研究観測センター，加齢医学
研究所，文学研究科（心理学），法学研究科（都市法），経済学研究科
（地域計画），理学研究科（地球物理学，地学），医学系研究科（医科学，
保健学），工学研究科（土木，都市・建築学，量子エネルギー），情報科
学研究科（人間情報学，人間社会計画学，応用情報科学）

地方自治体

東北大学災害科学国際研究所 様々な機関等
からの情報集約



みちのく震録伝の10の基本理念
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１．学術的な観点からあらゆる「記憶」，「記録」，「事例」，「知見」を収集するとと
もに，あらゆる可能性を否定せずに幅広く情報を収集し，アーカイブすること．

２．東日本大震災をはじめとする災害記録をアーカイブするとともに，東北地方
の過去・未来の災害についてもアーカイブすること．

３．災害に関して得られた知見を即座に防災・減災対策に結び付けられるかたち
で情報発信すること．

４．アーカイブと利用者間の対話の中から，継続的に成長するシステムであるこ
と

５．災害発生以降の被災地の復旧・復興過程の現況を継続的に（時間的な観
点）東北地方の沿岸部から内陸部まで空間的に記録（空間的な観点）するこ
と．

６．他機関の様々な震災アーカイブや社会サービスと横断的に連携すること．
７．災害アーカイブのグローバル・スタンダードを目指すこと．

８．大学、研究所、行政、企業等の防災・減災システムと連携し，対策・対応を支
援すること．

９．様々な環境に応じた防災・減災教育に関する情報で提供できること(e‐
Learning等)．

１０．アーカイブシステムの構築に伴い，東北地方を中心に雇用を創出すること．



賛同・協力機関（100機関以上との連携）
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行政・自治体・等
宮城県、仙台市、多賀城市、文部科学省、総務省、国立国会図書館（NDL）、科学技術振興機
構（JST）、国立情報学研究所（NII）、国際協力機構（JICA）、仙台国際交流協会（SIRA）

大学 東北大学史料館、東北大学防災科学研究拠点、東北大学附属図書館、とうしんろく、仙台スクール・オブ・デ
ザイン、ハーバード大学エドウィン・O・ライシャワー日本研究所

NPO 日本画像情報マネジメント協会（JIIMA）、日本弁護士連合会（災害復興支援）、防災科学技術研究所、社会福
祉法人プロップ・ステーション、東北イメージ情報業協会、NPO法人デジタルヘリテージデザイン

メディア
株式会社河北新報社、信濃毎日新聞社、通信文化新報、株式会社ニューメディア、株式会社NHKメディアテク
ノロジー

企業
（東北外）

日本アイ・ビー・エム株式会社、朝日航洋株式会社、アジア航測株式会社、EMCジャパン株式会社、株式会社岩根研究所､
株式会社インテージ、インフォコム株式会社、株式会社インフォマティクス、株式会社ウェザーニューズ、NTT空間情報株式会社、
ESRIジャパン株式会社、キヤノンマーケティングジャパン株式会社、株式会社クレスソフト、グローバル・サーベイ株式会社、
株式会社コンピュータシステム研究所、株式会社昭文社、国際航業株式会社、株式会社国際マイクロ写真工業社、株式会社ジムコ、
株式会社寿限無、株式会社ゼンリンデータコム、測地衛星技術株式会社、大日本印刷株式会社、太陽誘電株式会社、
株式会社テクノプラン、株式会社電通、東京海上日動火災保険株式会社、凸版印刷株式会社、
株式会社トータルメディア開発研究所、株式会社トプコンソキアポジショニングジャパン、株式会社ニチマイ、日本SGI株式会社、
ニホンモニター株式会社、株式会社トータルメディア研究所､中日本航空株式会社､ナカバヤシ株式会社、
ネットワークダイナミックス株式会社、株式会社博報堂、株式会社パスコ、ビクターアドバンストメディア株式会社、株式会社ピセ､

株式会社ビデオリサーチ、ヒューマンリソシア株式会社、マルティスープ株式会社、丸善株式会社､株式会社ラック､株式会社ラネッ
クス、株式会社ワンビシアーカイブズ

東北地方企業

朝日航洋株式会社東北空情支社、アジア航測株式会社仙台支店、株式会社インテグ、株式会社ヴォイス､
NECソフトウェア東北株式会社、株式会社NHKメディアテクノロジー東北支社、株式会社NTTデータ東北、
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北支社、応用地質株式会社東北支社、株式会社北日本朝日航洋、株式会社草野測器社、
国際航業株式会社東日本事業本部東北支社、今野印刷株式会社、株式会社サーベイリサーチセンター東北事務所、
株式会社ザッツ福島､株式会社仙台測器社、株式会社仙台博報堂、株式会社DNP東北、株式会社テクノプラン仙台営業所、
株式会社DSG、株式会社電通東日本、凸版印刷株式会社東日本事業部、株式会社日立東日本ソリューションズ、
富士ゼロックス株式会社、株式会社富士通東北システムズ、株式会社ビデオリサーチ東北支社、ピセ株式会社仙台支店、
ヒューマンリソシア株式会社仙台支社、株式会社プレシード、日本総合システム株式会社仙台支社、株式会社山形測器社、
株式会社ワンビシアーカイブズ東北第１センター
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■宮城県沿岸部の15市町において
情報収集活動を実施

■東日本大震災の特徴＝広域的災害
→網羅的・定期的なフィールドワークが

難しいことへの対応

ねらい

■被災地の雇用に＝地元採用
→地域密着の活動の 特徴に

特 徴

■現地一般公募の住民と
消防ネットワークを通じた消防OB
を採用 （全16名＋ボランティア）

■2012年1月から活動



リアルタイムに被災地情
報の配信

http://www.facebook.com/imawo.tsutaetai



震災から1年 震災から2年震災直後

シーズン1 シーズン2 シーズン3

約2万〜3万枚
以上

約2万5000枚
以上

約4万枚以上
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利活用事例（その１）

http://www.facebook.com/imawo.tsutaetai

リアルタイムに復旧・復
興状況の発信
「復旧・復興への寄与」

証言記録・画像等

語り継ぐ記憶として公開
「将来への記憶への寄与」

現状の配信

アーカイブ

一部の証言は，
放送作家による二次改編

一部
利活用として公開
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2013年中に
語り部育成ワークショップの開催

次の担い手を育成
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利活用事例（その2）

東日本大震災の教訓と今後の備えについてのワークショップ
(NHKアーカイブスの協力)



13

みちのく震録伝 検索サイトβ1.0 試験公開開始

http://search.shinrokuden.irides.tohoku.ac.jp/shinrokuden/
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みちのく震録伝 検索サイトβ1.0 公開
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みちのく震録伝 検索サイトβ1.0 公開
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みちのく震録伝 検索サイトβ1.0 公開
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他アーカイブ機関へのコンテンツの提供

総務省運用モデル実証事業

国立国会図書館
東日本大震災アーカイブ

ひなぎく

あおもりデジタルアーカイブシ
ステム
NHK東日本大震災アーカイブス
河北新報 震災アーカイブ
神戸大学附属図書館震災文庫
3.11 忘れない ～FNN東日本
大震災アーカイブ～
2011年東日本大震災デジタル
アーカイブ
東日本大震災アーカイブ
Fukushima
東日本大震災写真保存プロジェ
クト
未来へのキオク
陸前高田震災アーカイブNAVI

約4万点

3月末までに10万点予定
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河北新報社への技術協力

河北新報 震災アーカイブ

http://kahoku‐archive.shinrokuden.irides.tohoku.ac.jp/kahokuweb/



被災地図書館と協力した震災記録の収集活動
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調査報告書、復旧・復興計画書など
フリーペーパー、ミニコミ誌、チラシなど
イベント・セミナー・相談会等のチラシなど
各種活動記録（ボランティア記録など）
学校だより、会報、広報誌など
個人・団体が作成した文集・体験記・手記など
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「みちのく震録伝」の今後の取り組み

・市民レベルから自治体レベルまでのアーカイブ支援
震災から2年を迎え，市民，NPO，自治体など様々な団体で震災

アーカイブが動き出している．私達は，2年間の知見を基に，様々
な団体に対してアーカイブ方法や利活用方法，機材など技術等の
支援を行う．

・震災記録の利活用と社会展開
復旧・復興の寄与および今後の防災・減災に資するために，震災

記録の様々な利活用および社会展開を推進していく．

・震災記録の提供（利用促進）
みちのく震録伝で収集した震災記録をAPIを通して提供


